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べく Y は、禁治産宣告を受けた X の後見人に対して、持参した委任状等に捺印を求め、後
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戻約款付で B に売渡し所有権移転および買戻特約の登記をし、訴外 A の出征中は母 B に家
政及び不動産の売却等を委任したところ、B と C との間で金銭による買戻権の消滅がなさ
れ、その後当該山林を C が Y に売却し移転登記をした。ところが、帰還した訴外 A から採










③大審院昭和１６年８月１３日（法律新聞４７４７同１５頁）は、訴外 A は相続人 X の
放蕩により財産のみならず祭祀の断絶を憂いて、不動産の４分の１を信託的譲渡として親
族の１人の所有名義に移した後（その際、いつでも要求があれば不動産を返還する旨の定
めがあった）、さらに当該親族の息子 Y に当該不動産を贈与したことから、X がこの信託的
譲渡を虚偽表示等として訴えたケースである。 
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④最高裁昭和２５年１１月１６日（民集４巻１１号５６７頁）は（注３）、養子 X との
不和から養親である亡夫 A が、財産を X に相続されるのを恐れ、３つの不動産を妻 Y₁に
贈与し（登記では売買を原因とする所有権移転である）、１つを訴外 B に信託的に譲渡し、
この不動産と新たに訴外 C から購入した不動産２つを、新しく縁組した養子 D に売買を原
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入は、B らの建築費立替金または建築費の借入金の返済のために B らに引渡し、また学校
の維持費及び公租公課等による立替金支弁の必要があるとき、B らは土地を売却して売上
金によって回収する旨などの約定がなされていた。しかしながら、その後 A は学校の移管
に伴い当該土地及び校舎を含む施設一切を県 Y に寄付する一方、B らの相続人が X に土地
の共有持分権を譲渡したため、X は Y に対して当該約定は譲渡担保を目的とした所有権移
転であると主張し訴えを提起したケースである。 
裁判所は、委託者を A、受益者を学校、受託者を B らと構成し、共同受託者 B らの最後
の１人が亡くなったことで信託財産が委託者に復帰すると判断した。すなわち、当該約定



















X ら組合は、自創法に基づき国から土地の売渡を受け代金を支払ったが、当時 X ら各人に
分割登記をすることができず、また組合に法人格がなかったことから、Y 名義で売渡しを
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ができるとした。そして、やむを得ず X らは Y に信託したが、実際は自ら開墾し占有をし
ており、Y は単なる名義人に過ぎず、何ら本件土地から利益を得ていない点を指摘し、土





する不動産について、登記簿上では会長 Y の所有名義になっていたが、Y が会長職を失っ
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未成年者である子供 Y ら所有の相続財産を Y らや自己の生活費の保管利殖の目的で母が
自己名義で預金し、その預金に母が無断で質権を設定した後死亡したため、質権者 X が質








れたため、円満解決をする目的で Y 銀行に預け替えをした後、被害者である B に払戻しの
委任をした。これにより B は A から払戻しを受け、そして出資金を将来還付することと
し、その間の保管のために B 名義で Y に上記払戻金を特別当座預金として預けた。しか
し、Y は B を預金名義人とする特別当座預金債務について債権者を確知し得ないとして弁
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し、出来高を控除した前払金の残金の返還を請求したところ、建設会社が拒否したため、
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方ではないのであり、さらには信託財産と混合保管されていた受託者の個人の預金債権に
ついて差押が認められているという事情がある。そして、信託の成立と分別管理の関係性
については、本件の核心ではあるものの明確には説明されておらず、少なからず問題の残
る判決であったといい得る。本件のみならず上で取り上げた判例の提示した問題と新法と
の関係については、今後の研究課題としたい。 
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